
４  韓 国         Republic of Korea      

 

<2006年> 

人口 4,782万人 (2005年） 財政会計年度 １月～12月

(日本の約1/3)
為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 16,628ドル 通貨  ウォン

産業構造(ＧＤＰ構成比) 　　　１次産業   3.7％
１米ドル＝954.85ウォン

２次産業  44.2％ 面積 10万k㎡ (北海道とほぼ同じ)

３次産業  52.1％
 

 経済成長率
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<韓国経済のこれまで>

 

 

＜2006年の経済＞ 

 2006年の経済成長率は5.0％と05年の4.2％を上回る成長となった。年前半はウォンの増価等

にもかかわらず、良好な世界需要を背景にＩＴ関連財や船舶、自動車等を中心に輸出が拡大し

た。内需については、住宅価格の高騰に対処するため政府が講じた総合不動産投機抑制策を受

けて建設投資が冷え込んだものの、民間消費や設備投資は比較的堅調に増加した。一方、年後

半は年前半に比べ内外需ともに伸びは緩やかとなった。外需はＩＴ関連財の在庫調整やウォン

の増価等の影響を受け、成長に占める純輸出の寄与は前年比でみて縮小した。また、内需も個

人消費については、所得の伸び悩みやこれまでの金利の上昇による家計債務負担の増加等を背

景に増加は緩やかとなった。 



95～04年 2005年 2006年
政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 5.0 4.2 5.0 4.5 4.3 4.4 実質ＧＤＰ

  民間消費 同上 3.5 3.6 4.2 4.0 4.4 － 平均　

  設備投資 同上 2.1 5.7 7.6 － － － 4.4

鉱工業生産 同上 8.1 6.3 10.1 － － － 最大　

消費者物価 同上 3.8 2.8 2.2 2.7 2.5 2.5 4.9

失業率 ％ 3.9 3.7 3.5 － 3.4 3.3 最小　

経常収支 億米ドル 149.8 60.9 10 ▲ 5 31 3.9

(ＧＤＰ比) ％ ( 1.9) ( 0.7) － ( 0.0) ( 0.3) （27社）

財政収支 億米ドル 49.7 38.2 － － －

(ＧＤＰ比,年度) ％ ( 0.6) ( 0.4) － ( 2.4) ( 1.9)

政府債務残高 億米ドル 2,331 2,861 － － －
(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 29.5) ( 32.2) － － －

(備考)1.韓国統計庁統計、企画予算処資料より作成。見通しはＯＥＣＤ“Economic Outlook 81” （2007年５月）、
　　 　 ＩＭＦ“World Economic Outlook”(2007年４月) による。
　　  2. 財政収支は中央政府の収支。

　　　3. 政府債務残高は中央政府の債務。保証債務は含まない。

　　　4. 2007年の政府見通しは2007年３月時点。

韓国の主要経済指標

2007年

 

 

＜2007年の経済見通し＞ 

2007年の経済成長率は４％台前半から半ば程度になると見込まれる（政府見通し4.5％程度

（07年３月時点）、民間機関27社の平均4.4％（07年４月時点））。民間機関の見通しは、半年前

（06年10月時点4.6％）から下方修正された。 

成長を支える要因としては、ＩＴ関連財や船舶等の堅調な輸出の伸びのほか、年後半から世

界的なＩＴ関連財需要の回復による製造業生産や設備投資の増加が期待される。 

下方リスクとしては、世界経済の減速やさらなるウォンの増価による輸出への影響や、原油

価格の再高騰に対する物価上昇リスク等が挙げられる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政政策については、2006年12月に成立した07年度予算は、総支出規模が政府原案から１兆

4,000億ウォン削減され、237兆1,000億ウォンとなった。一般会計における歳出予算は前年度比

5.2％増の156兆5,400億ウォンで、将来の成長力の確保や国民の基本的なニーズに応えるとして、

Ｒ＆Ｄ（研究開発）分野（同9.6％増）や社会福祉分野（同9.6％増）等に重点を置いた配分と

なった。 

金融政策では、韓国銀行は06年２月、６月、８月に政策金利（コールレート翌日物誘導目標

水準）をそれぞれ0.25％ポイントずつ引き上げ、4.50％とした。韓国銀行はこの背景として、

景気の回復、原油価格の高騰及び一部地域における不動産価格上昇等による物価上昇圧力を挙

げていたが、06年９月以降政策金利は据え置かれている。一方、国内不動産価格上昇への期待

感や海外資金流入に伴う金融機関の貸出拡大等によりマネーサプライの伸びが拡大していると

して、06年11月には、97年２月以来およそ10年ぶりに預金準備率を５％から７％へ引き上げる

と発表し、12月23日より実施している。 


	４ 韓 国

